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職員みんなで支え合う育児環境づくりプラン
～ 今 金 町 特 定 事 業 主 行 動 計 画 ～

１，はじめに

平成１５年７月に成立した次世代育成支援対策推進法は、年々進行する少子化に応じ

て、次代を担う子どもたちが健やかに生まれ、元気に育まれる環境づくりを目標とし、

国や地方公共団体、民間事業主など社会全体で主体的に取り組んでいくことを目指して

策定されたものです。

国の機関や地方公共団体は、行政機関としての立場から子どもたちの健やかな育成に

取り組むのは当然ですが、同時に、ひとつの事業主としての立場からも、職員の子ども

たちの健やかな育成について役割を果たしていかなければなりません。

この様な考え方から 次世代育成支援対策推進法は 国の機関や地方公共団体等を 特、 、 「

定事業主」と定め、職員の子どもたちの健やかな育成のためのプラン（特定事業主行動

計画）を策定するよう求めています。

この『職員みんなで支え合う育児環境づくりプラン』は、次世代育成支援対策推進法

に基づく特定事業主行動計画として、今金町の執行機関に所属する職員を対象とするも

のです。

今金町の行政の推進にあたっては、少子高齢化の進展や経済の停滞等を背景に行政ニ

ーズが増大し、かつ、複雑・高度化の傾向にあり、厳しい財政状況と限られた人材でこ

。 、 、れらに応えていくことは決して容易ではありません しかし そのような中にあっても

職員が父親として、母親として、子育てをしていくことができるよう職場を挙げて支援

していく必要があります。男性も女性も、子どものいる人もいない人も、職員一人ひと

りが、自分自身に関わることとして捉え、身近な職場単位でお互いに助け合い、支え合

いながら、今金町の未来への架け橋となるようプランの実現に努力していきましょう。

２，プランの計画期間

次世代育成支援対策推進法は、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間の時限

法ですが、このプランは、その前半の期間である平成１７年４月１日から平成２２年３

月３１日までの５年間を計画期間とし、今後概ね３年ごとに見直していきます。

３，プランの実施にあたって
（１）このプランは、以下の事項を視点として推進することとしています。

☆ 次世代育成支援今金町行動計画における視点〈関係部分抜粋〉 ☆

①仕事と子育ての両立の推進

仕事と子育ての両立を支援する ②男性を含めた働き方の見直し

③父親の子育て参加の促進
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☆ 本プラン推進の視点 ☆

①職員の仕事と子育ての両立の推進

子育てに伴う喜びを実感しながら、仕事と子育ての両立を図ることができ

るように取り組みましょう。特に、子育ては男女が協力して行うべきものと

いう視点をもって取り組むことが重要です。

②職場ぐるみの取り組み

仕事の内容や仕事への関わり方、体制の見直しなどをも必要とするもので

すから、職場ぐるみで理解し取り組むことが必要です。

③実情に応じた取り組み

各職場では、それぞれの業務内容や勤務体系などが異なることから、勤務

環境や子育てを取り巻く環境には違いがあります。それぞれの職場の実情に

応じて効果的な取り組みがされるよう考慮しましょう。

④取り組みそのものの効果

将来的には、生きがいや働きがい、仕事への意欲向上などにつながること

を願い取り組まれるものです。また、率先して取り組むことによって、職場

のイメージアップや仕事に対する職員の意識改革、人材育成、能力向上など

のメリットが期待できることを理解して取り組みましょう。

⑤地域ぐるみの子育て支援

子育ては家庭を基本としながらも、地域ぐるみで協力して取り組むべき課

題であります。職員においては、地域の先導者として、全ての勤労者の職業

生活と家庭生活の両立が図られるように、環境整備を進めるための率先した

取り組みが求められています。

⑥地域における子育てへの支援

地域社会の構成員であることを認識し、地域における子育て支援の取り組

みに積極的に参加しましょう。また、それぞれの職場や職員が持っている様

々なノウハウを生かしながら、職場そのものへの理解が深まるような取り組

みも考慮することが必要です。

（２）このプランの実効性を高めるために、次のとおりの推進体制とします。

年度毎の実施状況をフォローし、必要に応じて見直しを行うために、今金町職員

安全衛生委員会と連携することとしています。

また、その結果を三役課長会議へ報告することにより職員へ周知することとして

います。

（３）それぞれの役割を明確にするために、職員を３つに区分しています。

、 、このプランが効果的に実施されるためには 個々の職員がそれぞれの役割として

何をするかということをはっきりさせておくことが必要です。具体的には次のよう

に区分して、それぞれの項目の前に主体となる職員を見出しで表記しています。
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・・・妊娠中の職員又は育児休業中の職員、育児を行ってい【子育て中の職員】

る職員及びそうなる予定の職員

・・・各課・室・事務局及び所属職員（全ての職員）【各職場・職員】

・・・人事・福利厚生などを業務とする課・係【管 理 部 門】

４，プランの内容
（１）制度を知り、意識を変えるために ～ 資料の作成配布と意識啓発 ～

【管 理 部 門】

、 、 、 、○次世代育成支援対策や母性保護 育児休業 休暇 出産費用給付など出産

育児に関わる各種制度をまとめた資料を作成し情報提供します。

○固定的な性別役割分担意識（例えば、子どもの面倒をみるのは全て母親の

仕事というような意識）や職場優先の環境（例えば、子どもの病気よりも

仕事を優先すべきというような職場の雰囲気）を是正していきます。

【各職場・職員 【子育て中の職員】】

○資料の内容をよく把握し、妊娠している職員や子育て中の職員が制度を利

用しやすい雰囲気をつくったり、子育てや働き方についてあらためて考え

たり、話し合ったりしましょう。

（２）職場環境や育児環境を整えるために

①喫煙対策

【管 理 部 門】

○喫煙者本人に及ぼす影響のみならず、職場内はもとより家庭や人の集ま

る場所における喫煙マナーや受動喫煙等の影響についても啓発し、禁煙

や分煙を進めていきます。

【各職場・職員】

○喫煙マナーや喫煙そのものと受動喫煙等に十分に留意するとともに、喫

煙が及ぼす影響について理解しましょう。

②妊娠中や出産後の職員への配慮

【管 理 部 門】

○母性の保護や健康管理に適切に対処するため、妊娠中及び出産後の職員

を対象とする休暇や勤務に関わる制度等について情報提供します。

【各職場・職員】

、 、○子育て中の職員の危険有害業務への就業や深夜勤務 超過勤務について

職場ぐるみで配慮するよう心がけましょう。
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【子育て中の職員】

○休暇制度や勤務に関わる制度の適切な利用を心がけましょう。

また、休暇中の業務に支障がでないよう職場の同僚との事前のコミュニ

ケーションに心がけましょう。

③子どもの出生児における父親の休暇取得の促進

【管 理 部 門】

○配偶者が出産するときの特別休暇制度について情報提供するとともに、

５日間程度の連続した年次休暇等の利用を促します。

【各職場・職員】

○育児には家族のサポートだけでなく、職場のサポートも必要です。職場

全員で、出生時に連続した休暇を取得しやすい雰囲気をつくりましょう

○特に、各職場長からのアドバイスは心強い味方です。職場全員で協力し

て、連続した休暇（特別休暇と組み合わせて取るものを含む ）を計画。

的に取得するように働きかけましょう。

【子育て中の職員】

○出産をサポートすることは、家族の中で支え合う育児の第一歩です。ま

た、配偶者はあなたのサポートを必要としています。父となる職員は、

連続した休暇を積極的に取得しましょう。

④育児休業・部分休業の取得促進

【管 理 部 門】

○育児休業及び部分休業制度などと併せて、育児休業中の育児休業手当金

の支給などの支援措置について情報提供します。

○育児休業を取得する職員の仕事の遂行が、所属する職場内の配置におい

て困難なときは、臨時的任用制度の活用などを検討し、育児休業を取得

する職員の精神的負担を和らげるよう努めます。

○男子職員の育児休業取得について情報提供します。

ⅰ）男性職員の育児休業の取得率は全国的にも極めて低い状況にあり

ますが、次世代育成支援対策推進法は、社会全体で子どもたちを

育む環境をつくるという立場から、父親ももっと子育ての喜びや

責任を認識できるよう、積極的に育児休業を取得するよう要請し

ています。

ⅱ）育児休業の期間は、原則として子どもが出生した日から起算して

３歳に達する日（誕生日の前日）までです。母親は産後８週間の

産後休暇が終了後に育児休業を取得することとなりますが、父親

は出生した日から育児休業を取得することができます。

ⅲ）尚、職員の配偶者が専業主婦（夫）である場合、あるいは就業し

ていても１週間のうち休日を除いた日の半分以上を家にいるよう
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な場合には、育児休業を取得できる期間が産後８週間以内に限定

されますので注意が必要です。

ⅳ）配偶者が就業（１週間のうち家にいる日が休日を除いた日の半分

より少ない場合は就業しているものとみなされます ）している。

職員が、自分と配偶者それぞれで育児休業を取得する場合は、

ア．妻の産後休暇中に夫が育児休業を取得する。

イ．妻の育児休業取得期間終了後に夫が育児休業を取得する。

などのパターンが考えられます。

【各職場・職員】

○職員が育児休業を取得する際には、業務に支障が出ないように、業務分

担の見直しを検討するとともに、必要に応じて臨時的任用制度の利用に

よる代替要員の確保、人事異動など管理部門と協議するなどして安心し

て育児休業を取得できる環境を整えましょう。

○育児休暇終了後はスムーズに職場復帰ができるよう職場内の情報提供な

ど不安が軽減できるよう応援しましょう。

○育児休業から復帰した職員は、業務に慣れるのに時間がかかるうえ、急

な発熱など子どもの病気にも対応しなければなりません。仕事と子育て

の両立のための最も大切な時期ですから、業務分担などについてよく検

討し、職場全体でサポートしましょう。

【子育て中の職員】

○育児休業期間中は、子育て期間の中でも初期の最も大事な時期といわれ

ています。育児休業制度を積極的に活用し、仕事と子育ての両立の準備

期間としましょう。

○子育て中の職員からも、積極的に職場に連絡をとるなど、職場復帰に備

えましょう。

⑤超過勤務の縮減

超過勤務の縮減は、子育て中の職員はもちろん、全ての職員の切実な願いであ

り、一人ひとりの職員が意識を持って縮減に取り組みましょう。

このプランは子育て支援の観点から策定したものですが、以下の内容を全ての

職員の超過勤務の縮減に役立てましょう。

ⅰ）超過勤務を少なくする意識をもとう

【管 理 部 門】

○各職場の超過勤務の状況を把握し、業務分担の見直しや適正な職員

配置を考慮します。

○超過勤務状況を各職場へ周知し、職員の超過勤務縮減に対する意識

の醸成を図ります。

○早出遅出勤務や深夜勤務及び超過勤務の制限など職業生活と家庭生

活両立のための支援制度について情報提供を行います。
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【各職場・職員】

○自分の職場の勤務状況について把握し、超過勤務縮減に対する意識

向上に努めましょう。

○超過勤務の多い職員に対して、応援体制を整えるなどして、健康管

理には特に気を配りましょう。

○日常の業務において、正規の勤務時間における執務での無理無駄を

省き、正規の勤務時間内に終えるよう工夫しましょう。

【子育て中の職員】

○早出遅出勤務や深夜勤務及び超過勤務の制限などの制度の活用など

積極的に職業生活と家庭生活の両立に取り組みましょう。

ⅱ）早期退庁に取り組みましょう

【管 理 部 門】

○早期退庁促進のために１週間に１回程度の定時退庁日“帰ろう！マ

イホームＤＡＹ”の設定を行い、子育てや家庭内休息の必要性を呼

びかけます。

【各職場・職員】

○各職場長は定時退庁日などに併せて、早期退庁を徹底するよう指導

しましょう。

○回りの職員とも積極的に声をかけ合って、定時退庁や早期退庁に心

がけましょう。

○もし、自分が超過勤務せざるを得ない場合にも、他の職員が退庁し

やすい雰囲気づくりを心がけましょう。

ⅲ）執務の仕方、業務への関わり方を見つめ直しましょう

【各職場・職員】

○新たな業務を実施する場合は、目的、効果、必要性等について十分

検討のうえ実施し、併せて、既存の業務との関係を整理し、必要に

応じて、簡素合理化や廃止の観点をもって推進にあたりましょう。

○職員の業務への関わり方については、一部の職員に過重にならない

よう常に留意し、必要に応じて応援体制を整えるなどして業務量の

平均化に努めましょう。

○職員一人ひとりが業務の効率的な遂行に心がけると共に、担当する

業務について、ミーテイングや情報交換などを通じて内容の共有化

に努め、繁忙期には応援体制を整えるなど執務の仕方について考慮

しましょう。

⑥休暇取得の促進

休暇制度を有効活用し、子育ての充実はもとより全ての職員の福祉の増進、仕

事の能率向上に役立てましょう。
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【管 理 部 門】

○職業生活と家庭生活の両立支援のための休暇制度をはじめ、休暇制度全

般についての情報提供を行います。

○超過勤務や休日出勤が続くなど特に業務が繁忙で疲労している職員のた

めに、仕事に支障のない範囲内での半日休暇を励行します。

○各種休暇の取得状況などの把握に努め、各職場へ情報提供を行います。

【各職場・職員】

○突発的な子どもの病気の際など、１００％休暇を取得できるよう職場全

体で支援しましょう。

○例えば、次のような時に連続休暇を取得したり、特別休暇や年次有給休

暇を活用しましょう。

例） ・ゴールデンウィーク

・子どもの春休み、夏休み、冬休み期間

・年末年始

・土日と組み合わせたハッピーマンデイとハッピーフライデイ

・入学式、卒業式、授業参観、学芸会、運動会などの学校行

事とその振替で休みの日

・ＰＴＡ活動、子ども会活動など

・家族の誕生日、結婚記念日

・子どもの予防接種、健康診断等

○各職場においては、職員の休暇計画を定めるなど、休暇取得を励行しま

しょう。そのために、それぞれの職員が持っている仕事を代行できる副

担当を定めるなど、あらかじめ体制を整えておきましょう。

○休暇計画を定めるときは、自分が休めるようにすることと、周りの職員

が休めるようにすることを同時に配慮しましょう。そして、計画した休

暇は積極的に取得するよう声をかけあいましょう。

○疲労度や仕事の予定、状況に合わせ、必要に応じて半日休暇などを取得

しましょう。

【子育て中の職員】

○平成１７年１月から、職業生活と家庭生活両立支援のための特別休暇制

度が創設されています。この特別休暇や年次休暇を活用して、子育て等

の充実にあてましょう。

○日頃から周囲の職員、特に副担当などとコミュニケーションを図り、子

の看護休暇など突発的な休暇でも困らないようにしておきましょう。

（３）その他次世代育成支援対策に関すること

①子育てバリアフリーを促進するために

○役場庁舎等施設利用者の実情を勘案して、改築等の機会などを活用して授乳

室や子どもを連れた人が安心して利用できるトイレ、ベビーベッドの設置な

どを考慮しましょう。

○子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう親切、丁寧な応対などソフト

面でのバリアフリーの取り組みを推進しましょう。
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②子ども・子育てに関する地域活動に貢献するために

○スポーツや文化活動など子育て活動に役立つ知識や特技を持っている職員は

もちろんのこと、全ての職員が子ども会やＰＴＡ活動、各種イベントなど地

域の子育て活動に積極的に参加する意欲を持ちましょう。

○交通安全や防犯活動、挨拶声かけ運動など、地域サポーター制度などを通じ

て自治会・町内会と連携し、地域ぐるみの育成活動を考慮しましょう。

○職員が地域活動に参加しやすい職場の雰囲気づくりに努めましょう。また、

必要に応じて、年次有給休暇などを活用しましょう。

③子どもとふれあう機会を充実させるために

○各種福利厚生事業実施の際に、職員の業務を陰で支える家族に感謝の気持ち

を表すとともに家族ふれあいの機会として、職員の家族や子どもたちの参加

を促しましょう。

○子どもが保護者の働いているところを実際に見ることができる「子ども参観

日」などの実施を検討しましょう。

④職場体験や職場見学、出前講座等への積極的な対応

○幼児から小中高校生の職場体験や職場見学を積極的に受け入れ、次代を担う

子どもたちの育成に町行政として積極的に関わりましょう。

○教育委員会で発行している『今金町学社融合ファイル』の「何ができるかリ

スト」にある行政提供分野の項目などについては、子どもたちはもちろん町

民からの申し出にいつでも応えることが出来るよう整理しておきましょう。

⑤挨拶・声かけ運動の推進

○町民サービスの第一歩として、庁舎内外での明るい挨拶を励行します。

○特に、子どもたちへの元気な挨拶や声かけは、誰でもできる手軽なことです

が、子どもたちの成長に大きな影響を与えることができます。時には、子ど

もたちの行動に目を配り、褒めたり、叱ったりなど積極的に声かけを行いま

しょう。

５，おわりに

子どもたちは町の宝物、町民全ての共有の財産です。次代を担う子どもたちが健や

かに生まれ、育まれる町を目指して、職員が一丸となって積極的に関わっていくこと

を念願するものです。

このプランは、特に職員の意識向上に重きをおいたところですが、今後のまちづく

りには “みんなで支え合う”という視点が不可欠と考えます。このプランが、そう、

した意識の醸成の起爆剤のひとつとなるよう期待しています。


